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「日の丸・君が代」強制 を 国際基準 で 裁こう！！　　　　　　2007年9月29日

　　　　　　　　　　　　　　　　文責：　田辺 州雄
東京都の教育政策（「日の丸・君が代」強制）は、　 
　教員の処遇において「教員の地位に関する勧告」に 違反 !!
ILO / UNESCO の 合同専門家委員会（CEART） に 申し立て へ
　　
１、「石原都知事ら不起訴」の 不当「司法 決着」（’07/04/23）
(1) はじめに 
現在、東京の公立校における卒業式等の学校儀式においては、「従わねば処分する」という脅しをもって、「日の丸（国旗）に向かって起立し、君が代（国歌）を斉唱する」という形態で国家への尊崇の念を表出することが強制されています（以下、「日の丸・君が代」強制）。　これは、都教委が発出した「10.23通達」（’03/10/23）の実施指針に基づくものです。

都教委当局は、こうした国家主義的な教育政策による「日の丸・君が代」強制に反対して教育的、人権的、憲法的な観点からの「疑念」を表出する多くの教職員を「職務命令違反」として「懲戒処分」にしています。その数は、当局の発表（’07/5/24）で既に388名にもなります。

都教委によるこうした「日の丸・君が代」強制は、憲法19条（思想良心の自由）を蹂躙し、憲法99条（憲法尊重擁護の義務）を無視する石原都知事らによる権力犯罪、つまりは、彼らの「職権濫用」と職員への「脅迫・強要」の「刑事犯罪」であることは明らかです。
そこで、私たちは、告訴告発人約420名と代理人弁護士約140名を含む約5000名の賛同者を組織し、石原知事と都教委幹部二人を刑事告訴告発（’04/12/1～）してきましたが、約一年後の2005年12月28日に、東京地検は、被疑者・石原ら（3名）の「不起訴処分」を決定しました。
以来、約一年半、私たちは、裁判所への付審判請求や検察審査会への申し立て等、石原らの訴追を求めて可能な限り六つもの司法的方策を追究してきました。　しかし、2007年4月23日に、最高裁において、私たちの「付審判請求・特別抗告」の「棄却」決定がなされて一応の司法決着がつけられ、不当にも、本件での被疑者・石原らの「不起訴」（罪とならず）が確定しました。

(2) 「国策司法」 
しかしながら、これまで、各種の世論調査をはじめ教育団体、文化団体、弁護士団体等の殆どが、「日の丸・君が代」強制は「異常」、「行き過ぎ」、「反対」との批判的見解を表明しています。
そうした意味で、最高裁における付審判請求の特別抗告「棄却」決定を含め、これまでの七つの司法機関における司法判断は、国民の常識や教育的、社会的、人権的、憲法的常識から外れたものであり、昨今の政治権力の保守的、右翼的潮流に迎合し、検察官と裁判官が一体（判検交流）となった「国策司法」そのものであると断じざるを得ません。
(3)  本質的には 全く未決着　…　継続した闘いを！ 
「日の丸・君が代」強制の首謀者としての被疑者・石原知事らが刑事的に「不起訴」で一応の司法決着をみたとしても、当局側の「付審判請求・棄却理由書」によればその中身は、
①「日の丸・君が代」強制の実施指針を定めた「通達」や「職務命令」は法的拘束力を持つ学習指導要領に沿ったものである。
② 「通達」は「日の丸・君が代」尊崇の「外形的表出」を求めるものであり個人の「内心」まで変えろとは命じていない。公務員の職務の公共性から、個人の意志に反する職務（外形的表出）を命じられても拒めない。
③ よって被疑者らに職務執行上の逸脱はない。
と、いうもので、権力犯罪の常としての「詭弁に満ちた欺瞞的適法性の装い」をそのまま認めて犯罪の偽装への追究を意図的に避けたものです。そして、告訴されている本件の犯罪性を「通達」の形式的成立経路の妥当性の問題に「矮小化」して誤魔化しているものに過ぎません。
それは、
1) 旭川学テ最高裁判例（s51/5/21）で、法的拘束力については「大綱的法規性」しかないとされる学習指導要領において、本件「通達」の「実施指針」が、「起立」や「斉唱」等という学習指導の具体的「細目」を「従わねば懲戒処分」付きで強制できるのかという問題と、

2) 個人の「内心」と「外形的表出」を分離する詭弁的論旨はもとより、管理者が職員に命令できる「公共性」は、その職務に「合憲合法性」のあることが大前提であり、私たちが、「日の丸・君が代」を強制する本件「10.23通達」の内容や手段そのものの違憲違法性を問うている部分について、どの司法審査も意思統一をしたかのように足並みを揃えて全く判断を避けています。それぞれの司法審査機関の独立性と憲法解釈の見識が疑われます。
（いわゆる「予防訴訟」東京地裁（難波）判決（’06/9/21）では、「10.23通達」は憲法19条と教育基本法10条に違反すると明確に判示しています）
つまり、これまでの司法審査はすべて、まず、「石原らは不起訴」とする「結論」が先にあり、そのために「日の丸・君が代」強制の「形式的妥当性の装い」の理屈付けをしたに過ぎません。

私たちの告訴告発の根幹部分である本件「10.23通達」の「日の丸・君が代」強制がもつ反動的な国家主義・全体主義的な狙いと、憲法19条（思想良心の自由）や99条（憲法尊重擁護の義務）を蔑ろにする反憲法的な内容については、全く正面から取り上げず置き去りにしたままです。
それは、まともな「審査」をした場合、被疑者・石原らの教育政策や行政手法の違憲違法性がそれらに耐えられないだけではなく、その過程で、現在、日本の学校教育のあらゆる分野に広がっている教育政策そのものの反民主性や反動性が顕かになるからにほかなりません。

しかし、現在も、石原らによる違憲違法な「日の丸・君が代」強制は続けられており、こうした「思想弾圧」で学校教育における民主主義が危うくなっているだけでなく、多くの人々の「内心」が傷つけられ続けています。そして更に、懲戒処分を科されたことにより教師としての名誉を毀損され生活設計も狂わせられている人々が増え続けています。　ここにあっては、今後も、「日の丸・君が代」の強制者たる石原らを訴追する闘いの継続が求められています。
　　
２、東京都の教育政策（「日の丸・君が代」強制）を 国際基準で 裁こう ！！
(1) はじめに 
最高裁による付審判請求・特別抗告「棄却」決定により、石原ら個人への「刑事訴追」は当面実現出来なくなりました。しかし、違憲違法にして教育の条理にも反するこの東京都の「教育政策」（「日の丸・君が代」強制）を「教員の処遇」の面から国際基準で追求することが出来ます。
(2) 「教員の地位に関する勧告」と ILO / UNESCO 合同専門家委員会（CEART）
「教員の地位に関する勧告」（以下、「教員の地位勧告」）は、ILO（国際労働機関）とUNESCO（国連教育科学文化機関）が定めた「教員の地位」に関する 国際基準です。
「教員の地位勧告」は、1966年のILO特別政府間会議で採択され日本も批准をしています。そして、採択以来これまで10数年ごとに２回の見直しがなされ、今日でもなお価値のある勧告として確認されています。
なお、批准国におけるこの勧告の遵守状況を監視し、不履行の申し立てを受け付けたり、関係機関に必要な是正措置を促したりするための専門監視機構として「ILO / UNESCO 教員の地位勧告適用 合同専門家委員会」（CEART）（以下、合同専門家委員会）が設置されています。
　「教員の地位勧告」では、その「教育の目的」で、国際平和や人権の尊重、そして、あらゆる差別の排除を謳っています。そして、そうした社会の発展における教員の役割を重視し、教育政策の決定における教員の関与を強く求めています。
そこにあって、教員の「専門職」としての役割を尊重し、その社会的、経済的地位を向上させ、雇用の安定と身分保障を図るために多くの権利を認めています。　

また、そうした「教員の地位」を政府や管理者による専断的行為から保護するために、給与決定に係わる制度設定や勤務評定の機関に教員団体が関与する権利を認めています。

そして、「懲戒問題」等の勤務評価や査定の過程での公開性や透明性、評価機関への教員団体の関与、及び、公平で明確な異議申し立て制度などの確立を規定しています。
(3) 「日の丸・君が代」強制 政策における 「教員の地位」について 
東京都の教育政策の一つとしての「日の丸・君が代」強制は、その内容の違憲違法性や反動性はもとより、そこにおける「教員の地位」（処遇）について、下記のような事柄で「教員の地位勧告」の主旨が全く遵守されていません。
① 人権の尊重やあらゆる差別の排除、及び、国際平和を希求する健全な社会発展などに果たす「勧告」の「教育の目的」を遵守していない。
② この教育政策に教員の信頼は得られておらず、一方的な「職務命令」により「教員の関与」を排除することで、教員の意欲と動機付けに負の効果をもたらしている。
③ 非民主的な学校運営により、職員間の信頼関係に望ましくない亀裂を生じさせている。
④ こうした「教育政策」の立案や決定に際して、教員団体や教育研究機関等の関与や協力、及び、専門職としての教員の意見を排除している。
⑤ 職員会議等における「採決禁止」の規則などをはじめ、専門職としての教員の役割を尊重しておらず、むしろ貶めている。
⑥ 不公正で恣意的な「処分」により教員の信用を毀損している。また、信用を「毀損」することにより、教員としての正常な業務を妨害している。
⑦「給与」に係わる勤務評定（処分）で教員団体が関与する権利が実現されていない。
⑧「処分」の評価基準が不明瞭であると共に評価機関に教員が関与しておらず、公平な異議申し立て機関の存在も不明確である。等々。
これら、「教員の地位勧告」（国際基準）に違反する数多くの実態は、「国際社会において名誉ある地位を占めたい」（憲法前文）、「国際法規はこれを誠実に遵守する」（憲法98条）とした国是を蔑ろにするものです。
(4)  ILO / UNESCO 合同専門家委員会（CEART）への 資料提供 と 申し立て 
上述したように、都教委の「10.23通達」による「日の丸・君が代」強制政策は、「教員の処遇」において、多くの点で「教員の地位勧告」を遵守していないことは明らかです。

そこで、全教問題（※1）に関し、「合同専門家委員会（CEART）」が、2008年にCEART教育調査団を日本に派遣し「日本の教育政策」の現地調査をするのに合わせて、当「コクコクの会」は、「日の丸・君が代」強制政策の実態についての資料を提供して彼らの現地調査に役立ててもらうつもりです。

更に、「合同専門家委員会（CEART）」の反応によっては、「コクコクの会」独自の申し立ても行って、日本政府（文科省）に支持され石原都知事の主導で進められている東京都の国家主義教育政策における前近代的な教職員への「思想弾圧」とそれに伴う「教員の地位勧告」違反の実態を国際社会に告発する予定です。
※1 全教問題
全教（全日本教職員組合）は、2002年6月28日に、現在、東京で行われている「新たな教員評価制度」（人事考課制度）と「指導力不足教員政策」が、「教員の地位勧告」に違反するとして「ILO/UNESCO合同専門家委員会」（CEART）に申し立てて受理されました。　
そして、全教と日本政府（文科省）双方からの事情聴取を重ねたCEARTは、約１年半後、全教の申し立てを全面的に認め、日本政府（文科省）の「勧告」違反を明確に認定し施策面で「勧告に沿った是正を求める「報告書」（是正勧告）を出しました（’03/11/11）。　
しかし、日本政府（文科省）は、「勧告には法的拘束力がない」、「これらは管理運営事項であり協議の必要は無い」などとして無視する態度をとり続けています。
その後、新たな追加資料も調査したCEART は、計3度にわたり是正を求める「報告書」を出し続けていますが、日本政府（文科省）の頑なな態度が変わらないので、2008年に、CEART教育調査団を日本に派遣し、日本の教育政策を現地調査することになっています。
以　上
※「教員の地位勧告」の条文等は、【教員地位勧告、日の君関連項目抜粋】等のファイルをご覧下さい。
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